
No 書類名
頁

（今回公表版）
該当箇所 修正前書類（バージョン） 修正前 修正後

1 要求水準書 40

Ⅶ．修繕・更新投資業務　
２．基本方針
（１）総則　①一般事項　
（イ）業務期間

要求水準書（募集要項公表
時）※令和7年11月28日現在

実施契約締結日から事業終了日まで
実施契約締結日から開業予定日前日（令和９年３月31日） 事業終
 了日まで

2 要求水準書 16

Ⅲ．統括管理業務　２．基本
方針
（１）総則　①一般事項　
（イ）業務期間

要求水準書（募集要項公表
時）※令和7年11月28日現在

実施契約締結日から事業終了日まで 実施契約締結日から事業期間終了日まで

3 要求水準書 19
Ⅳ．運営業務　２．基本方針
（１）総則　①一般事項　
（イ）業務期間

要求水準書（募集要項公表
時）※令和7年11月28日現在

実施契約締結日から事業終了日まで 実施契約締結日から事業期間終了日まで

4 要求水準書 27

Ⅴ．維持管理業務　２．基本
方針
（１）総則　①一般事項　
（イ）業務期間

要求水準書（募集要項公表
時）※令和7年11月28日現在

実施契約締結日から事業終了日まで 実施契約締結日から事業期間終了日まで

5 要求水準書 37

Ⅵ．庭園維持管理業務　２．
基本方針
（１）総則　①一般事項　
（イ）業務期間

要求水準書（募集要項公表
時）※令和7年11月28日現在

実施契約締結日から事業終了日まで 実施契約締結日から事業期間終了日まで

6 募集要項　様式集 2 ５ 第二次審査書類の提出時
募集要項　様式集（令和7年11
月28日現在）

 (1)基礎審査に関する提出書類
・提案書書類提出届（様式８）
・要求水準等に関する契約書（様式９）
・加点審査に関する提出書類
・提案書（表紙）（様式10）
・事業全般に関する事項（様式11）
・経営管理に関する事項（様式12）

 ‐長期収支計画表（様式16）

 ‐長期収支の提案指標（様式17）
・運営業務に関する事項（様式13）
・維持管理業務・庭園維持管理業務に関する事項（様式14）
・特筆すべき提案に関する事項（様式15）

 (1)基礎審査に関する提出書類
・提案書書類提出届（様式８）
・要求水準等に関する契約書（様式９）

 (2)価格審査に関する提出書類
・長期収支計画表（様式16）
(3) 加点審査に関する提出書類
・提案書（表紙）（様式10）
・事業全般に関する事項（様式11）
・経営管理に関する事項（様式12）
・長期収支計画表（様式16）
※様式16は価格審査・加点審査双方で参照
・長期収支の提案指標（様式17）
・運営業務に関する事項（様式13）
・維持管理業務・庭園維持管理業務に関する事項（様式14）
・特筆すべき提案に関する事項（様式15）

7 募集要項様式16.17 様式16 損益計算書
募集要項様式16.17（令和7年
11月28日現在）

サービス対価を黄色ハイライト サービス対価を赤ハイライト

8 基本協定書（案） 5 第９条（賠償の予定）第１項
基本協定書（案）（令和7年12
月5日現在）

第９条 PFI事業者は、PFI事業者（複数の企業によって構成さ
れる場合には、PFI事業者代表企業又はPFI事業者構成員のいず
れか）が第７条第５項第１号又は第２号のいずれかに該当する
ときは、サービス対価の100分の10に相当する金額を賠償金と
して（複数の企業によって構成される場合には、連帯して）支
払わなければならない。ただし、第７条第５項第２号のうち、
PFI事業者構成員（法人の場合については、その役員又はその
使用人）の刑法第198条の規定による刑が確定した場合は、こ
の限りでない。

第９条 PFI事業者は、PFI事業者（複数の企業によって構成され
る場合には、PFI事業者代表企業又はPFI事業者構成員のいずれ
か）が第７条第５項第１号又は第２号のいずれかに該当するとき
は、実施契約に規定するサービス対価の100分の10に相当する金
額を賠償金として（複数の企業によって構成される場合には、連
帯して）支払わなければならない。ただし、第７条第５項第２号
のうち、PFI事業者構成員（法人の場合については、その役員又
はその使用人）の刑法第198条の規定による刑が確定した場合
は、この限りでない。

要求水準書等　新旧対応表
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要求水準書等　新旧対応表

9 実施契約書（案） 7 第12条第1項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

県は、事業者との間で別紙３を締結し、事業者に事業者貸与対
象資産を提供する。事業者貸与対象資産の品名、数量等は要求
水準書附属資料に示すとおりとする。

県は、事業者との間で別紙３を締結し、事業者に事業者貸与対象
資産を提供する。事業者貸与対象資産の品名、数量等は別紙3に
おいて規定する別添資料のとおりとする。

10 実施契約書（案） 15 第36条第２項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

事業者は、前項に規定する必要な人員の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って統括管理業務を遂行することが可能となった時点におい
て、県に対して、その旨を報告するものとし、あわせて、業務
の遂行に当たっての管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業
務に必要な書類を県に提出し、県の確認を受けるものとする。

事業者は、前項に規定する必要な人員等の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って統括管理業務を遂行することが可能となった時点におい
て、県に対して、その旨を報告するものとし、あわせて、業務の
遂行に当たっての管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業務に
必要な書類を県に提出し、県の確認を受けるものとする。

11 実施契約書（案） 15 第38条第２項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

事業者は、前項に規定する必要な人員の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って修繕・更新投資及び開業準備業務を遂行することが可能
となった時点において、県に対して、その旨を報告するものと
し、あわせて、業務の遂行に当たっての管理体制、業務分担、
緊急連絡体制等の業務に必要な書類を県に提出し、県の確認を
受けるものとする。

事業者は、前項に規定する必要な人員等の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って修繕・更新投資及び開業準備業務を遂行することが可能と
なった時点において、県に対して、その旨を報告するものとし、
あわせて、業務の遂行に当たっての管理体制、業務分担、緊急連
絡体制等の業務に必要な書類を県に提出し、県の確認を受けるも
のとする。

12 実施契約書（案） 16 第42条　見出し
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

（本施設に係る内装工事） （修繕・更新投資に関する本施設に係る内装工事）

13 実施契約書（案） 17 第46条第２項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

事業者は、前項に規定する必要な人員の確保後、本契約、要求
水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に従って運
営業務を遂行することが可能となった時点において、県に対し
て、その旨を報告するものとし、あわせて、業務の遂行に当
たっての管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業務に必要な
書類を県に提出し、県の確認を受けるものとする。

事業者は、前項に規定する必要な人員等の確保後、本契約、要求
水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に従って運営
業務を遂行することが可能となった時点において、県に対して、
その旨を報告するものとし、あわせて、業務の遂行に当たっての
管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業務に必要な書類を県に
提出し、県の確認を受けるものとする。

14 実施契約書（案） 19 第51条第２項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

事業者は、前項に規定する必要な人員の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って維持管理業務及び庭園維持管理業務を遂行することが可
能となった時点において、県に対して、その旨を報告するもの
とし、あわせて、業務の遂行に当たっての管理体制、業務分
担、緊急連絡体制等の業務に必要な書類を県に提出し、県の確
認を受けるものとする。

事業者は、前項に規定する必要な人員等の確保等の実施後、本契
約、要求水準書、県の承認を受けた業務計画書等及び提案書に
従って維持管理業務及び庭園維持管理業務を遂行することが可能
となった時点において、県に対して、その旨を報告するものと
し、あわせて、業務の遂行に当たっての管理体制、業務分担、緊
急連絡体制等の業務に必要な書類を県に提出し、県の確認を受け
るものとする。

15 実施契約書（案） 20 第53条第２項
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

県及び事業者は、運営事業期間開始予定日の変更その他やむを
得ない事由がある場合において、事業者が、県に対し、当該事
由を記載した書面により運営事業期間開始予定日の変更を希望
する旨を通知したときは、県及び事業者は、協議により運営事
業期間開始予定日を変更することができる。この場合の追加費
用及び損害の負担については、第30条第４項から第６項までの
規定を準用する。

 県及び事業者は、運営事業期間開始予定日を変更しなければなら
ないやむを得ない事由がある場合において、事業者が、県に対
し、当該事由を記載した書面により運営事業期間開始予定日の変
更を希望する旨を通知したときは、県及び事業者は、協議により
運営事業期間開始予定日を変更することができる。この場合の追
加費用及び損害の負担については、第30条第４項から第６項まで
の規定を準用する。

16 実施契約書（案） 20 第55条　見出し
実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

（本施設に係る内装工事）
（附帯事業（自主事業及びバリューアップ投資）に関する本施設
に係る内装工事）

17 実施契約書（案） 50
別紙３　事業者貸与対象資産
無償貸与契約（案）第９条第
２項

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

乙は、乙の責任に帰すべき事由により、事業者貸与対象資産が
滅失又はき損、若しくは第三者に占拠されたときは、甲の指示
に従い乙の負担において、これを原状に復旧しなければならな
い。

乙は、乙の責任に帰すべき事由により、事業者貸与対象資産が滅
失又はき損 、若しくは第三者に占拠されたときは、甲の指示に従
い乙の負担において、これを原状に復旧しなければならない。

18 実施契約書（案） 52
別紙３　事業者貸与対象資産
無償貸与契約（案）後文

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

上記契約の成立を証するため、本契約書〔 〕通を作成し、甲
乙記名押印の上、各自その１通を所持する。

本契約の成立を証するため、本契約書〔 〕通を作成し、甲乙記
名押印の上、各自その１通を所持する。



No 書類名
頁

（今回公表版）
該当箇所 修正前書類（バージョン） 修正前 修正後

要求水準書等　新旧対応表

19 実施契約書（案） 53
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　前文

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

県（以下「甲」という。）と〔 〕株式会社（以下「乙」とい
う。）とは、次の条項により建物無償貸借契約を締結し、信義
に従って誠実にこれを履行するものとする。

県（以下「甲」という。）と〔 〕株式会社（以下「乙」とい
う。）とは、次の条項により建物無償貸借契約（ 以下、「本契
約」という。）を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するも
のとする。

20 実施契約書（案） 53
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　第３条

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

乙は、本物件を本契約に基づく本事業の実施及び本施設の運営
に供する目的としてのみ使用しなければならない。

乙は、本物件を甲乙間で別途締結した静岡県新文化施設運営事業
公共施設等運営権実施契約書に基づく本事業の実施及び本施設の
運営に供する目的としてのみ使用しなければならない。

21 実施契約書（案） 54
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　第５条

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

使用貸借期間は、令和〔 〕年〔 〕月〔 〕日から本契約（公
共施設等運営権実施契約書）に定める運営事業期間終了日まで
とする。

使用貸借期間は、令和〔 〕年〔 〕月〔 〕日から甲乙間で別途
締結した静岡県新文化施設運営事業公共施設等運営権実施契約書
に定める運営事業期間終了日までとする。

22 実施契約書（案） 55
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　第13条第３項

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

甲は、前項に定めるもののほか、静岡県暴力団排除条例に基づ
き、乙が暴力団排除条例に規定する暴力団員又は暴力団密接関
係者に該当すると認められた場合には、この契約を解除する。

甲は、前項に定めるもののほか、静岡県暴力団排除条例（平成23
年静岡県条例25号。以下「暴力団排除条例」という。）第６条の
規定に基づき、乙が暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力
団員及び同条第３号に規定する暴力団員等に該当すると認められ
た場合には、この契約を解除する。

23 実施契約書（案） 55
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　第15条第１項

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

乙は、使用貸借期間満了のときはその期日に、また契約解除の
通知を受けたときは甲の指定する期日までに、甲が承認する場
合及び甲の責めに帰すべき事由に起因して本契約が解除された
場合を除き本物件を原状回復の上、甲乙立会のもとに甲に返還
しなければならない。

乙は、使用貸借期間満了のときはその期日に、また契約解除の通
知を受けたときは甲の指定する期日までに、甲が承認する場合及
び甲の責めに帰すべき事由に起因して本契約が解除された場合を
除き、本物件を原状回復の上、甲乙立会のもとに甲に返還しなけ
ればならない。

24 実施契約書（案） 56
別紙４　建物無償貸借契約
（案）　後文

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

上記契約の成立を証するため、本契約書〔 〕通を作成し、甲
乙記名押印の上、各自その１通を所持する。

本契約の成立を証するため、本契約書〔 〕通を作成し、甲乙記
名押印の上、各自その１通を所持する。

25 実施契約書（案） 57
別紙５　サービス対価の考え
方　Ⅱ対価の構成

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

（２）修繕・更新投資業務に関する対価（修繕・更新投資及び
開業準備期間）
事業者は、運営権設定日から開業予定日前日までの間、修繕・
更新投資業務を実施し、県は、事業者に対して当該業務に係る
対価を支払う。

（３）開業準備業務に関する対価（修繕・更新投資及び開業準
備期間）
事業者は、運営権設定日から開業予定日前日までの間、開業準
備業務を実施し、県は、事業者に対して当該業務に係る対価を
支払う。

（４）統括管理業務、運営業務、維持管理業務、庭園維持管理
業務に関する対価（事業期間全体）
県は、統括管理業務、運営業務、維持管理業務、庭園維持管理
業務の実施に対する対価を、以下の考え方に基づき事業者に支
払う。初年度は開業前の期間が含まれることに留意すること。

（２）修繕・更新投資業務に関する対価（修繕・更新投資及び開
業準備期間）
事業者は、運営権設定日から運営事業期間開始予定日前日までの
間、修繕・更新投資業務を実施し、県は、事業者に対して当該業
務に係る対価を支払う。

（３）開業準備業務に関する対価（修繕・更新投資及び開業準備
期間）
事業者は、運営権設定日から運営事業期間開始予定日前日までの
間、開業準備業務を実施し、県は、事業者に対して当該業務に係
る対価を支払う。

（４）統括管理業務、運営業務、維持管理業務、庭園維持管理業
務に関する対価（事業期間全体）
県は、統括管理業務、運営業務、維持管理業務、庭園維持管理業
務の実施に対する対価を、以下の考え方に基づき事業者に支払
う。初年度は運営事業期間開始予定日の前日までの期間が含まれ
ることに留意すること。

26 実施契約書（案） 61
別紙６　業績監視要領　２．
業績監視実施計画書

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

なお、要求水準記載内容の範囲内で当初想定しえなかった事態
等が発生した場合は、開業後１年の間に業績監視項目の候補と
して抽出し、双方協議の上で業績監視項目に追加することとす
る。

なお、要求水準記載内容の範囲内で当初想定しえなかった事態等
が発生した場合は、運営事業期間開始日から１年の間に業績監視
項目の候補として抽出し、双方協議の上で業績監視項目に追加す
ることとする。

27 実施契約書（案） 68
別紙８　四半期毎のサービス
対価支払い価格

実施契約書（案）（令和7年12
月5日現在）

本別紙については、提案書の様式16並びに様式17を踏まえて県
と事業者の合意の上で作成する。

本別紙については、提案書の様式16及び様式17を踏まえて県と事
業者の合意の上で作成する。


